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１ 事業の背景と目的

前橋市の人づくりの根幹は「多様な人との協働」であり、こどもたちが未来を開拓する人材になるため、
それを支援するためのネットワークの構築が必要である。そのために、教育委員会は総合教育会議を核とし
て、異なる分野である教育・福祉・医療が協働できるネットワークの構築を目指し、最終的には前橋市を
「こどもの笑顔があふれるまち」にすることを目的として本事業を実施するものである。

事業の目的

前橋市では社会情勢の変化により、帰国・外国人児童生徒の増加やヤングケアラー、過大なストレスを抱
える児童生徒などこどもに関する課題は多様化・複雑化し、学校や教育委員会だけでは課題解決が難しい状
況となっている。このため、こどもを支援する体制には各機関との組織横断的な連携が必要であるが、既に
アプリなどを活用した各種サービスも構築され支援体制は整い始めている。また、こどもを支援するたけの
さまざまな関係者会議も実施されているが、現状では必ずしも組織横断的な対応が出来ているとは言い難く、
「情報の共有」に留まっている状況である。そのため、前橋市が次のステップに進むために、「総合的なア
プローチ」と「切れ目ない支援」のための連携体制の構築が必要であると考える。

前橋市の課題

教育を取り巻く社会環境は多岐に渡り、教育委員会だけでは対応しきれない分野横断的な行政課題が多く
存在する中で、教育委員会は市長部局との連携を強めると共に、関係部局と一体となって取組を進める必要
がある。そこで、文部科学省「地方教育行政における連携促進事業」の委託を受け、総合教育会議を核とし
ながら情報共有を図り、組織横断的な連携体制を構築し推進するために本事業を実施するものである。

事業の背景
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総合教育会議が核

２ 事業の実施内容（課題解決に向けてのプロセス）

多様化・複雑化するこどもに関する課題

こどもの権利問題 不登校支援 ヤングケアラー
帰国・外国人

児童生徒への支援
特別支援教育

それぞれの部署が課題解決に向けて取り組む状態（縦のつながり）

教育委員会事務局 福祉部 健康部 こども未来部 未来創造部 その他関係部

▶市長と教育長の意見が共有される

▶関係部署は目的が明確化される▶こどもに関する課題をチームで対応できる

▶専門的意見により新たな発見ができる

総 合 教 育 会 議
【参加者】 市長 教育長 教育委員 福祉部 健康部 こども未来部 未来創造部 教育委員会事務局

組織横断的な連携体制の構築（横のつながり）

タウンミーティング

こども施策連携
チームズ

こども計画
ｗG会議

こどものまち
前橋推進本部

こどものまち
前橋有識者会議

こどものまち
前橋若者会議

こども基本条例
ｗG会議

ワークショップ



３ 連携の取組一覧
月 実施内容

６月

こども基本条例WG会議（第1回）

こどものまち前橋有識者会議（第1回）

タウンミーティング（第1回）

こどものまち前橋若者会議（第1回）

７月

総合教育会議（第1回）

こどものまち前橋若者会議（第2回）

こどもまんなかアクションリレー

シンポジウムin前橋

８月

こども基本条例WG会議（第2回）

タウンミーティング（第2回）

ワークショップ（第1回）

児童相談所視察

先進地視察（新潟市、長岡市）

こどものまち前橋若者会議（第3回）

９月

ワークショップ（第2回）

こどものまち前橋若者会議（第4回）

月 実施内容

１０月

こども計画WG会議（第1回）

こどものまち前橋有識者会議（第2回）

タウンミーティング（第3回）

こども基本条例WG会議（第3回）

１１月 こども基本条例WG会議（第4回）

１２月

総合教育会議（第2回）

こども基本条例WG会議（第5回）

タウンミーティング（第4回）

こどものまち前橋若者会議（第5回）

２月
先進地視察（伊達市）

こども基本条例WG会議（第6回）

こども施策連携チームズの設置



４ 主な実施内容（組織横断的な連携）

こどものまち前橋を実現するための３つの基本施策

👉こども基本条例 👉こども計画 👉こども意見聴取制度

（１-1）こどものまち前橋推進本部

「こどものまち前橋」とは、こどもの笑顔があふれ、こどもの視点を重視し、安全で活気あふれるまち

『こどものまち前橋推進本部』
➡こども施策の検討、調整、推進を円滑に行うための庁内組織（下部組織WGあり）

『こどものまち前橋有識者会議』
➡『こどものまち前橋推進本部』に対して、助言及び意見等を行う機関として既存の社会福祉
審議会児童福祉専門分科会の委員に加えて、学校や社会教育の関係者及び弁護士等の専門家
を委員に委嘱した有識者会議

※ＰＴＡ、民生委員、児童委員、青少年健全育成会、医師会、青年会議所、弁護士会、学校など１７名の委員

『こどものまち前橋若者会議』
➡こどもや若者の視点を尊重し、意見を聴き、対話しながら、こども施策をともに推進して
いくための会議

こどものまち前橋有識者会議 こどものまち前橋若者会議こどものまち前橋推進本部

それぞれの会議運営はこども未来部（市長部局）が中心となり運営しているが
教育委員会事務局も連携・協力し会議運営にあたっている。

３つの基本施策の案は３つの会議で検討



４ 主な実施内容（組織横断的な連携）
（１-2）こどものまち前橋推進本部 庁内会議

（下部組織）こども基本条例WG会議

議題
・こども基本条例WGについて
・前橋市こども基本条例について
・条例の必要性、関係法令、条例の題名、条例の形式、条例の構成、アンケート調査、スケジュール

意見

・児童生徒の学習者端末を活用して、アンケート調査を実施することで周知ができる。
・条例である以上、誰に読んでもらいたいかはっきりさせる必要がある。
・こどもの権利について正しく理解してもらう必要があり、他者の権利の尊重も規定することから対象者は市民全
員である。
・「こどもの最善の利益を考える上で、こどもの意見を尊重する」ことが重要だと認識し、条例の中に「こどもが
望む適切な支援」を設定したい。

（下部組織）こども計画WG会議

議題
・こども計画について
・少子化対策等に関する市民アンケート調査の実施について

意見
・こども計画については、教育振興基本計画、男女共同参画基本計画、青少年健全育成計画などの関連する計画と
の整合をどのように図るか課題である。
・アンケートの調査項目は基本的には国・県の調査項目から引用し今後分析比較できるようするとよい。

こどものまち前橋推進本部会議

議題
・前橋市こども基本条例の検討状況について・前橋市少子化対策等に関する市民アンケート調査について
・こども計画へのハード整備事業の位置付けについて
・庁内の情報共有（こどものまち前橋ポータルサイト）について

協議結果

・こども基本条例に関する意見は、今後、庁内ＷＧや有識者会議等において、条例への反映を検討
・少子化対策等に関する市民アンケート調査に関する意見を反映させるかを検討
・こども計画へのハード整備事業の位置付けやこどものまち前橋ポータルサイトの内容を情報共有し、該当事業を
検討し、庁内で協力して進める



４ 主な実施内容（組織横断的な連携）
（１-3）こどものまち前橋 有識者会議と若者会議

こどものまち前橋有識者会議

議題

・前橋市こども基本条例及び前橋市こども計画の検討方法について
・前橋市こども基本条例の制定について
・前橋市こども計画の策定について
・前橋市少子化対策等に関する市民アンケート調査について

意見
・こどもを「こども」としてではなく、一人の「ひと」として見るべきであり、そのことを大事にして条例を作成
するべきである。
・権利救済機関設置についても検討が必要である。

こどものまち前橋若者会議

議題

・こどもの権利について、大切だと思うこと、大切にしてほしいことなど。
・こどもの権利を保障するため、誰が何をすればいいと思うのか。
・どういう条例になってほしいか。
・条例制定後、広く市民に浸透させるためにはどのようにしたらよいか。

意見

※「生きる権利」「育つ権利」「守られる権利」「参加する権利」について各委員から意見を発信
・こどもが何かあったときにどこに相談すればよいのか、どんな支援があるのか知らないと困る。そのための情報
発信は大切である。相談できる場の設置も含めて検討すると良い。
・こどもたちが自分の意見を言うだけではなく、他者の意見を尊重したり、助け合ったりすることも重要である。
・こども基本条例ができることによって、まずはこどもが安心して生きられるようになってほしい。また、保護者
が安心して子育てできる街になってほしい。「この街なら安心して育てられる」と思ってもらえると良い。
・ＳＮＳの活用は広く周知することに効果が期待できる。（インスタグラム、Tiktok、X、Youtube など）
・ポスターなどで周知することもできると思うが、掲出されているところでしか広まらない。
・学生などの若い世代は、市広報誌などはほとんど見ない。

※専門家を委員に委嘱し会議を開催しているが、教育委員会はこども未来部と連携し有識者会議事務局として、会議の
運営に協力しており、本会議の委員謝礼等はこども未来部からの支出であり、本事業費からの支出はなかった。



回 テーマ 日程 対象者 内容

１
みんなで考えよう！

前橋市の現状と課題について
6月28・29日

市内在住
市内在勤・在学

本年度当初予算
市政報告
人口問題

２ 前橋の未来について考えよう 8月17日 高校生 市長と高校生の意見交換

３ 前橋のこども・子育て 10月26日
こども・子育てに
関心のある市民

子育て政策の説明
市長との意見交換

４
みんなで考えよう！
こどもの主体性

12月14日
中学生・高校生

保護者
こども政策についての報告
養護教員による講演

市長と地域住民との意見交換の場であり、市民の意見を聞き市政に反映させる上で
重要な役割を果たしている。

タウンミーティングとは

前橋市では大小様々なタウンミーティングを開催しており、高校生から保護者など
幅広い年齢層の方を対象として行われてる。タウンミーティング運営は教育委員会
も連携・協力し開催されている。

（２）タウンミーティング 〜自治体と市民との架け橋〜

４ 主な実施内容（組織横断的な連携）

下記タウンミーティングは「こども・子育て」関連をテーマにしたもので、他テーマのタウンミーティングも開催されている。



こどものまち
前橋推進本部

こども基本条例
WG会議

こども計画
WG会議

こども施策
連携チームズ

各チーム

（12チーム） 連携課題に応じて柔軟に対応！

教育委員会事務局とこども未来部で構成される連携推進
チームが情報の集約や課題が生じた場合に連携先の調整
を行うなど教育委員会事務局はこども施策連携チームズ
の中核を担っている。

（３-1）こども施策連携チームズ

４ 主な実施内容（組織横断的な連携）

・多岐に渡るこども関連施策を、組織横断的な連携によって、より強力に推進する。
・連携状況を可視化するとともに、新規課題での迅速な連携を図る体制を構築する。

目的

方法

・こどものまち前橋推進本部の配下に、係長級による実務調整連携組織である
「チーム」を設置する。

・チームの総称を「こども施策連携チームズ」とする。
・既存の検討組織がある場合は、こども関連の連携を確認し、推進する。

チームズのポイント
全職員に配備されたChromebookを活用
▶チャット、チャネルなどのコミュニケーションツールをフル活用

▶連携推進チームから報告された活動内容や活動
結果報告を推進本部が外部に公表し、可視化を
図る。



❸要支援家庭学習支援チーム

まえばし学習支援事業（Ｍチェンジ）
こどもの生活・学習支援事業（大学等受験料補助）

こ 福教

❶連携推進チーム

連携状況の集約、連携先の調整

こ 教

❺発達支援チーム

障害児通所支援（児童発達支援、放課後等デイ、保育所等訪問支援）
発達相談、障害児保育、特別支援教育、年長児の発達・就学相談

こ 福教

❹相談支援・ヤングケアラー支援チーム

配偶者暴力相談支援
ヤングケアラー、児童虐待・要保護児童・特定妊婦等の支援
児童生徒の虐待・家庭支援

こ 教 市

❻医療的ケアチーム

地域生活支援（医療的ケア支援）、訪問看護、養育医療
難病・小児慢性特定疾病の相談、医療費支給認定
子育て施設・学校での医療的ケア

こ 福教 健

❾就労支援チーム

ひとり親就労支援、保育施設、認可外保育施設
雇用促進、勤労者福祉

こ 産

➓外国人支援チーム

保育施設・学校における外国人児童等の日本語支援
国際交流、多文化共生事業

こ 教 文

⓬まちづくりチーム

こどもまんなかまちづくり事業（こども計画と都市再生整備計画の連携）

こ 教 都 建

こ こども未来部

文 文化スポーツ観光部

市 市民部

教 教育委員会事務局

福 福祉部

健 健康部

産 産業経済部

都 都市計画部

建 建設部

凡例

農 農政部⓫食育推進チーム

保育施設・学校における食育推進
こどもの食育推進、地産地消

こ 教 健 農

❷要支援家庭自立支援チーム

生活困窮者自立支援事業（フードバンク）
こどもフードパントリー事業

こ 福 産

総 総務部

❼施設連携チーム

特定教育・保育施設・幼稚園、児童館、放課後児童クラブ、子育てひろば
中央児童遊園（るなぱあく）、赤城少年自然の家、おおさる山乃家
児童文化センター、こども図書館、前橋プラザ元気２１

こ 教 建産

消 消防局

未 未来創造部

➑安全支援チーム

防災教育支援、移動支援、交通安全教育支援、防犯教育支援
消費者教育支援、通学路の安全確保、通学路の安全指導、救急救命指導

教 市総 建 消未

４ 主な実施内容（組織横断的な連携）
（３-2）こども施策連携チームズの構成

・各チームが、当該年度の活動結果報告をまとめる。
・連携推進チームが、各チームの活動結果報告を集約し、推進本部に報告する。
・推進本部が、集約した活動結果報告を外部に公表する。

活動結果の集約

【チームズの成果】発達支援チームは専門分野の情報共有を図り、専門知識の向上に繋がった。また、
情報共有をもとに年齢別サポート体制「発達支援フロー図」を作成し支援体制の系統が可視化された。



４ 主な実施内容（組織横断的な連携）
（４）先進地訪問（新潟市、長岡市、伊達市）

施策・方針 視察結果概要

新
潟
市

こ
ど
も
未
来
部

・新潟市総合計画2030において、こども関連の
施策が上位

・こども政策課に校長経験者を採用

・新たな取組を始めるのではなく既存の取組に
こどもの権利推進等の付加価値を加えている

校長経験者などの現場経験者をこども政策課
に配置することで市長部局と教育委員会事務
局との連携に非常に効果的であった。

前橋市福祉部では既に教員OBの任用は開始されて
いるが、こども政策部門での任用について検討する
きっかけに繋げることができた。

長
岡
市

教
育
委
員
会

・学習コンテンツや体験活動、イベント情報を
集約した長岡独自のデジタルコンテンツ

「こめぷら」を運用。
・こめぷらはこどもたちの未来のためにこども・
保護者・行政・事業者が一体となって「オール
長岡」で創られている

・教育に関する多様な情報を、デジタルコン
テンツにまとめることで市民・子育て・社
会教育・企業にとって有益である。

・長岡市の事例を参考に教育情報プラット
ホームの作成について教育委員会内で協議
を開始した。

伊
達
市

教
育
委
員
会

・伊達市版ネウボラの考えのもとこども条例、こ
ども計画を制定し市全体で子育て支援に取組む

・保健、福祉、教育の連携強化を図るため、健康
福祉部ネウボラ推進室から教育委員会こども部
にネウボラ推進課を新設

・ネウボラ推進課が市長部局と教育部局の繋ぎ役
となる。

・教育委員会内に「教育部」と「こども部」
を設置することで可視化され、組織として
対応ができ、効果的であった。

・教育大綱に、未就学児の子育てなどの内容
を含めることで学校教育だけではなく、教
育委員会として子どもを支援していくサ
ポート体制を職員同士が共有できている。

▶組織改組を行うことは「総合的なアプローチ」にとって有益であるが、時間がかかってしまう。そのため
「チームズ」のような、緩いツナガリを作ることで即効性や柔軟性が生まれ、効果的である。
▶既存の情報を集約し市民に発信するデジタルコンテンツは「切れ目ない支援」に繋がる。そして、情報を
一元化することで既存の情報に付加価値を与えることができる。



５ 総合教育会議
第１回総合教育会議 令和６年７月１６日

議題 こどもの「生きる力」を育むために〜教育・福祉・医療との協働〜

参加者 市長 副市長 教育長 教育委員 未来創造部 こども未来部長 福祉部長 健康部長

市長の意見
・こどもや若者の県外への流出、あるいは市外へ流出している傾向が強く危機感を抱いている。
・もう一度「こども・子育て・教育」の重要性を市全体で共有する必要がある。
・「こども基本条例」や「こども計画」を制定したい。

教育委員の意見
・街と家庭を充実させる必要性があり、子育てしやすい環境を作っていくことが大事。
・前橋市にはこどもを預けられる居場所やコミュニティが少ないので民間の力を借り、シェア実家的なもの
を広めていくのが良い。

情報共有できた
事項

・ヤングケアラーのいる家庭への支援員派遣事業
・学習支援事業
・こどもの貧困連鎖の解消への取組
・小児慢性特定疾病児童に対しての医療費の助成
・過大なストレスを抱える児童に対してメンタルヘルス講座

第２回総合教育会議 令和６年１２月１０日（議題及び出席者同じ）

市長の意見
・こどもは習い事などで忙しく、自然や農業を体験する時間が減っている。
・意識的に自然を体験できるような機会を作っていくことがこども支援には必要である。

教育委員の意見

・こどもに対して保護的になっているため、もう少し自由にさせ、多くの体験（農業など）ができる機会を
設ければ、新たな感覚が身に付く。

・小学校６年間が遊びを探究する共通の場所だという共通の認識があれば、そのために何ができるだろう
と、それぞれの人たちが工夫できる。

情報共有できた
事項

・庁内の既存の連携体制を活かしながら施策連携チームズを設置し取組を可視化できている。
・組織横断的な連携により不登校児童生徒にオンライン学習や交流活動の支援を行う事業が開始できた。
・外国にルーツを持つ児童生徒に対しての日本語指導スタートアッププログラムを実施

市長の目標「こどもの笑顔があふれるまち前橋」➡ 改めて教育委員会内でも情報共有が図れた。



・こども施策連携チームズの設置により、教育委員会事務局と他部署との
情報共有だけにとどまらず、連携しながら実際にプロジェクト等が行える
体制（ネットワーク）が整えられた。

・関係各課の連携状況が外部から見えにくいことや、特定の職員の経験や
資質に頼ることが多く、人事異動により、連携力が弱まるという可能性が
あったが、チームズの設置により、部署の垣根を超えてこども関連施策を
遂行できるようになった。

こどもを取巻く課題解決は、教育委員会内で
連携することが必須である。しかし、解決困
難な複雑な課題は市長部局と連携をすること
で問題解決への次のステップに繋がることを
総合教育会議を通じて再認識できた。

解決困難

市長部局

課題解決へ

教育委員会事務局

教育委員会
事務局

連 携

総合教育会議の意義

チームズの設置

６ 事業実施に伴う成果

具体的成果



７ 今後の方向性について

こども施策連携チームズの設置等により、社会情勢の変化による多様化・複雑化
したこどもに関しての課題に対して組織横断的な連携体制（ネットワーク）が整
い始めた。

すぐに結果を出すことは容易ではないが、教育委員会だけでは解決できない課題
に対してこども施策連携チームズを最大限に活用し、総合教育会議を核として組
織横断的な連携を図り、課題解決の次のステップに進む。結果として、こどもの
笑顔があふれるまちに近づくことができる。

総合教育会議での協議により市長と教育委員会が一体となって教育行政を進める
➡市長部局が教育行政の理解を深める機会を増やす
➡先進地の事例を参考にしたデジタルコンテンツを活用した情報の一元化

こども施策について、市民の認知度が低い事業もあったが、タウンミーティング
の開催やこども施策を中心とした取組を重点的に展開することで、その認知度が
上がり、効果が現れている。

体制の確立

次のステップへ

今後の方向性



８ 資料編

タウンミーティング こどもの権利ワークショップ

上毛新聞 ２０２４年１１月１９日付 ※無断複製・転載は禁止します。


